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１　予算規模等

(単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額

27,644,155 987,061 28,631,216
10,837,642 0 10,837,642
4,873,312 0 4,873,312
827,085 0 827,085

4,992,430 0 4,992,430
144,815 0 144,815

89,997,835 0 89,997,835
2,055,617 0 2,055,617

収 入 1,611,991 0 1,611,991
支 出 1,411,554 0 1,411,554
収 入 139,923 0 139,923
支 出 644,063 0 644,063

4,801,000 0 4,801,000
収 入 2,533,809 0 2,533,809
支 出 2,260,381 0 2,260,381
収 入 2,329,844 0 2,329,844
支 出 2,540,619 0 2,540,619

72,608,060 0 72,608,060
収 入 74,012,187 0 74,012,187
支 出 68,787,287 0 68,787,287
収 入 1,088,642 0 1,088,642
支 出 3,820,773 0 3,820,773

10,533,158 0 10,533,158
収 入 7,248,789 0 7,248,789
支 出 8,426,921 0 8,426,921
収 入 2,006,957 0 2,006,957
支 出 2,106,237 0 2,106,237

128,479,632 987,061 129,466,693

水 道 事 業

下 水 道 事 業

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業

病 院 事 業

合 計

収 益 的

資 本 的

収 益 的

資 本 的

収 益 的

資 本 的

収 益 的

資 本 的

内
訳

国 民 健 康 保 険 事 業
後 期 高 齢 者 医 療
介 護 保 険 事 業
常滑駅周辺土地区画整理事業

企 業 会 計

内
訳

(1) 一般会計
　補正予算規模は、9億8,706万1千円の増額で、補正後の予算額を286億3,121万6千円としま
した。新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて国が実施する、子育て世帯の支援を目的
とした対象児童1人当たり10万円の給付事業において、一般会計補正予算第5号で計上した先
行給付分以外の残り5万円分についても速やかに現金で給付することとし、事業費を増額計上
しました。また、同じく国が実施する住民税非課税世帯等に対する1世帯当たり10万円の給付
事業を新規計上しました。

(2) 特別会計
　今回の補正はありません。

(3) 企業会計
　今回の補正はありません。

会 計 別

一 般 会 計
特 別 会 計
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２　会計別予算概要

(1)　一般会計 (議案第70号）

①　款別予算額
(歳　入) （単位：千円）

款             別   補正前の額 構成比 補正後の額 構成比
％ ％

1 市 税 12,653,851 45.8 0 12,653,851 44.2

2 地 方 譲 与 税 269,656 1.0 0 269,656 0.9

3 利 子 割 交 付 金 5,000 0.0 0 5,000 0.0

4 配 当 割 交 付 金 41,000 0.2 0 41,000 0.2

5
株 式 等 譲渡所 得割
交 付 金

6,000 0.0 0 6,000 0.0

6 法 人 事 業税交 付金 55,000 0.2 0 55,000 0.2

7 地 方 消 費税交 付金 1,284,000 4.7 0 1,284,000 4.5

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

1 0.0 0 1 0.0

9
環 境 性 能 割
交 付 金

53,000 0.2 0 53,000 0.2

10 地 方 特 例 交 付 金 257,000 0.9 0 257,000 0.9

11 地 方 交 付 税 219,000 0.8 0 219,000 0.8

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

10,000 0.0 0 10,000 0.0

13 分 担 金 及び負 担金 44,760 0.2 0 44,760 0.2

14 使 用 料 及び手 数料 367,837 1.3 0 367,837 1.3

15 国 庫 支 出 金 3,848,799 13.9 987,061 4,835,860 16.9

16 県 支 出 金 1,584,645 5.7 0 1,584,645 5.5

17 財 産 収 入 315,921 1.1 0 315,921 1.1

18 寄 附 金 32,236 0.1 0 32,236 0.1

19 繰 入 金 1,964,785 7.1 0 1,964,785 6.9

20 繰 越 金 1,238,793 4.5 0 1,238,793 4.3

(300,000) (1.1) (0) (300,000) (1.0)

1,267,371 4.6 0 1,267,371 4.4

22 市 債 2,125,500 7.7 0 2,125,500 7.4

計 27,644,155 100.0 987,061 28,631,216 100.0

※「21諸収入」の(   )は、競艇事業収入を内書きで示す。

補  正  額

21 諸 収 入
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（歳　出） 　　　　　　（単位：千円）

款             別   補正前の額 構成比 補正後の額 構成比
　　　％ 　　　％

1 議 会 費 198,201 0.7 0 198,201 0.7

2 総 務 費 3,977,757 14.4 0 3,977,757 13.9

3 民 生 費 8,861,314 32.1 987,061 9,848,375 34.4

4 衛 生 費 3,077,173 11.1 0 3,077,173 10.8

5 労 働 費 55,495 0.2 0 55,495 0.2

6 農 林 水 産 業 費 831,496 3.0 0 831,496 2.9

7 商 工 費 895,793 3.2 0 895,793 3.1

8 土 木 費 2,408,939 8.7 0 2,408,939 8.4

9 消 防 費 872,226 3.2 0 872,226 3.0

10 教 育 費 2,582,607 9.3 0 2,582,607 9.0

11 災 害 復 旧 費 5 0.0 0 5 0.0

12 公 債 費 3,094,290 11.2 0 3,094,290 10.8

13 諸 支 出 金 388,836 1.4 0 388,836 1.4

14 予 備 費 400,023 1.5 0 400,023 1.4

計 27,644,155 100.0 987,061 28,631,216 100.0

補  正  額
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②　性質別予算額

（歳　出） （単位：千円）

　補正前の額 構成比 補正後の額 構成比
　　　％ 　　　％

義　　務　　的　 　経　　費 11,475,196 41.5 0 11,475,196 40.1

人 件 費 3,983,005 14.4 0 3,983,005 13.9

扶 助 費 4,397,901 15.9 0 4,397,901 15.4

公 債 費 3,094,290 11.2 0 3,094,290 10.8

消    費    的    経    費 9,232,982 33.4 987,061 10,220,043 35.7

物 件 費 4,144,437 15.0 19,061 4,163,498 14.5

維 持 補 修 費 141,148 0.5 0 141,148 0.5

補 助 費 等 4,947,397 17.9 968,000 5,915,397 20.7

投　  資 　 的 　 経  　費 3,372,023 12.2 0 3,372,023 11.8

普 通 建 設 事 業 費 3,372,018 12.2 0 3,372,018 11.8

災 害 復 旧 事 業 費 5 0.0 0 5 0.0

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0 0.0

そ　　の　　他　　 経 　　費 3,563,954 12.9 0 3,563,954 12.4

積 立 金 1,440,948 5.2 0 1,440,948 5.0

投 資 及 び 出 資 金 200,706 0.7 0 200,706 0.7

貸 付 金 123,193 0.4 0 123,193 0.4

繰 出 金 1,399,084 5.1 0 1,399,084 4.9

前 年 度 繰 上 充 当 金 0 0.0 0 0 0.0

予 備 費 400,023 1.5 0 400,023 1.4

27,644,155 100.0 987,061 28,631,216 100.0

区 分 補　正　額

合 計
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　③　事業等別予算額

※ の項目は詳細別紙。補正前、補正後の額は各細節・事業の金額を表す。

（歳　入） （単位：千円）

項 目 細　節　名 補正前 補正額 補正後 内　　　　　　容

2 2
住民税非課税世帯等
臨時特別給付金
給付事業費補助金

0 468,000 468,000
事業実施に係る補助金の計上
【⇒P6】

2 2
住民税非課税世帯等
臨時特別給付金
給付事務費補助金

0 18,494 18,494
事業実施に係る補助金の計上
【⇒P6】

2 2
子育て世帯臨時特別
給付金給付事業費
補助金

500,000 500,000 1,000,000
事業実施に係る補助金の計上
【⇒P7】

2 2
子育て世帯臨時特別
給付金給付事務費
補助金

1,751 567 2,318
事業実施に係る補助金の計上
【⇒P7】

27,644,155 987,061 28,631,216

（歳　出） （単位：千円）

項 目 事　　業　　名 補正前 補正額 補正後 内　　　　　　容

1 1
住民税非課税世帯等
臨時特別給付金
給付費

0 468,000 468,000
住民税非課税世帯等に対する給付
費の新規計上【⇒P6】

1 1
住民税非課税世帯等
臨時特別給付金
給付事務費

0 18,494 18,494
住民税非課税世帯等に対する給付
事務費の新規計上【⇒P6】

2 1
子育て世帯臨時特別
給付金支給費

500,000 500,000 1,000,000
子育て世帯に対する給付費（追加給
付分）の計上【⇒P7】

2 1
子育て世帯臨時特別
給付金支給事務費

1,751 567 2,318
子育て世帯に対する給付事務費（追
加給付分）の計上【⇒P7】

27,644,155 987,061 28,631,216

款

3　民生費

計

款

15　国庫支出金

計

　④　繰越明許費

　下記の事業について、繰越明許費を設定します。

款 項 事業名 金額 完了時期

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付費

468,000千円 令和4年12月末

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付事務費

18,494千円 令和4年12月末

 3 民生費  1 社会福祉費

（繰越理由）
　　申請期間が令和4年9月末までであることから、年度内に事業完了が見込めないため
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⑤ 個別事業概要

住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費 【新 規】

３款 民生費 １項 社会福祉費 １目 社会福祉総務費

（１）住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付費 (単位：千円)

（２）住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費 (単位：千円)

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた住民税非課税世帯等を支援するため、1世帯当たり10万円を

給付します。

【補正理由】

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した方々が、速やかに生活・暮らし

の支援を受けられるよう国が実施する施策により、住民税非課税世帯等に対して、1世帯当たり10万円の

現金を給付します。（補助率10／10）

【補正事業の概要】

（１）住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付費

①対象世帯：4,680世帯

・住民税非課税世帯 4,230世帯「プッシュ型」

同一世帯に属する全員が基準日（令和3年12月10日）において、令和3年度分の住民税均等割が非課

税である世帯

・家計急変世帯 450世帯「申請型」

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、家計が急変し、収入の減少により、世帯全員のそれぞれの

令和3年1月から令和4年9月までのいずれかの月の収入が年間に換算して、住民税非課税相当の水準以

下である世帯

②給付額：1世帯当たり100千円

③事業費：468,000千円（100千円×4,680世帯）

（２）住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費

事業費：18,494千円

内訳：委託料（システム改修、受付業務委託） 15,000千円

需用費（消耗品、チラシ印刷、封筒等） 1,380千円

通信運搬費（郵送料） 1,344千円

手数料（振込手数料） 770千円

計 18,494千円

【スケジュール（予定）】

令和4年1月下旬 制度設計、準備、市民周知

2月初旬～ 案内、確認書等の送付及び家計急変世帯の申請受付開始

2月下旬～ 振込

（担当課 福祉課）

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 0 0

補正額 468,000 468,000 0

補正後 468,000 468,000 0

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 0 0

補正額 18,494 18,494 0

補正後 18,494 18,494 0
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子育て世帯臨時特別給付金事業費 【増 額】

３款 民生費 ２項 児童福祉費 １目 児童福祉総務費

（１）子育て世帯臨時特別給付金支給費 (単位：千円)

（２）子育て世帯臨時特別給付金支給事務費 (単位：千円)

新型コロナウイルス感染症の影響等を受けた子育て世帯を支援するため、国の閣議決定に基づき臨時特別

の一時金を給付します。

【補正理由】

子育て世帯に対する対象児童1人当たり10万円の給付金のうち、5万円相当のクーポンを基本とした追

加給付分についても現金で給付することが可能であることが国から示されたため、対象者の利便性や迅速な

対応、事務経費や業務量の軽減などを勘案して、先行給付の5万円と一括して10万円を現金で給付しま

す。（補助率10／10）

【補正事業の概要】

（１）子育て世帯臨時特別給付金支給費（今回補正分）

以下の数値は、12月補正（第5号補正）で議決された「先行給付分」と同じ

・対象児童：18歳以下の児童（特例給付対象児童は除く）

・対象児童数：10,000人

・給 付 額：1人当たり50千円

・事 業 費：500,000千円

※総事業費：1,000,000千円＝500,000千円（先行給付）＋500,000千円（今回補正分）

（２）子育て世帯臨時特別給付金支給事務費

・事業費：567千円

内訳：需用費（消耗品費） 71千円

通信運搬費（郵送料） 496千円

計 567千円

【スケジュール（予定）】

・12月21日（火）対象者へ「現金一括給付への変更のお知らせ」文書を発送

・12月27日（月）振込

※高校生のみを養育する人や公務員については、受給にあたり申請が必要となるため、令和4年1月以

降に申請受付を開始し、先行給付分（5万円）と追加給付分（5万円）を合わせた10万円を一括で、

申請から一か月程度を目途として月末に給付していく。

（担当課 こども課）

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 500,000 500,000 0

補正額 500,000 500,000 0

補正後 1,000,000 1,000,000 0

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 1,751 1,751 0

補正額 567 567 0

補正後 2,318 2,318 0
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